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第 1 章 序論 
 
 
 
1.1   研究背景 
 
 惑星間軌道から大気圏へ再突入するはやぶさのような小惑星サンプルリターンカ

プセル(fig.1.1) などの再突入速度はおよそ 12 [ km/s ] に達し, これら再突入体周りに

おける流れ場は極超音速と呼ばれる速度域となる. 大気など一般的な流体中を飛行す

る物体は, その飛行速度が音速のおよそ 0.1 倍から圧縮性を持つようになり, 音速を超

えると同時に飛行体の前方で生じた音波の包絡面により衝撃波が形成される. また, 

形成される衝撃波強度は結果として飛行体の飛行速度に比例して強くなるため, 惑星

大気などへ再突入するサンプルリターンカプセルなどの再突入体は再突入速度が極

超音速となることから, その前方には非常に強い衝撃波が形成される. 衝撃波により

圧縮された気体は, その圧縮性効果による圧縮昇温と, 圧縮された気体から放射され

る電磁波のエネルギーによって物体が加熱される輻射加熱量により卓越した空力加

熱を受けることになる [ ]1  (fig.1.2). 気体を構成する化学種において生じる解離反応や

電離反応といった化学反応は温度に依存する現象で, また, これらの反応はいずれも

吸熱反応であることから空力加熱により気体温度が上昇すればするほど頻発して発

生する. したがって, 気体温度が高くなる衝撃波の背後では解離反応や電離反応が頻

発して起こっているため, 気体を構成している化学種分子は原子やイオンの状態とな

る. この解離反応によって気体分子から生じた原子は陽子と電子を同数ずつ持つ中性

粒子であり電気的には中性となっているため電磁力の影響を大きく受けることはな

いが, 電離反応によって生じたイオンや電子はそれぞれ＋と－の電気的性質を持つ荷

電粒子であることから, 電磁力の影響を受ける. これらイオンや電子などの荷電粒子

は個々で見ると電磁力を受ける粒子として振る舞うが, マクロに流れ場を見た時, 電
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磁力を受ける流体のような振る舞いをすることから総称してプラズマ流体と呼ばれ

る. イオンや電子などのプラズマによって構成されるプラズマ流体は電磁力の影響を

受けることにより中性粒子のみで構成された流体とは異なる特性を持ち, 故にそれら

とは異なる挙動を見せる. 以上のことから, 惑星大気へ再突入する飛行体の前方に生

じた非常に強い衝撃波の背後における流れは, 極超音速の電磁流体になっていると考

えられる. 惑星大気へ再突入するサンプルリターンカプセルなどの設計において最も

重要となるのは再突入時の卓越した空力加熱から機体を防護する為のアブレータな

どの熱防御システム (TPS : Thermal Protection System) の設計・開発である. 最適な

TPS の設計・開発を実現する為には高い精度で流れ場を予測し, 再突入体表面におけ

る熱流束の評価をすることと同時に, 衝撃波背後において生じる気体発光から受ける

輻射加熱の評価を高い精度で行うことが必要となる. 前者は主に数値流体力学解析 

(CFD : Computational Fluid Dynamics analysis) を用いて行われるが, 後者は CFD と並行

して実験によるアプローチも必要となる. 再突入時において物体前方に形成される衝

撃波を地上で模擬する手法にはいくつかの方法があるが, 極超音速で伝播する衝撃波

自体を生成し, その特性を観察する必要がある場合には fig.1.3 のような２段式衝撃波

管が用いられる. これは右から, 圧縮タンク, 圧縮管, 高圧管, 低圧管, 観測部, 及び真空

タンクで構成されている. この装置による衝撃波生成プロセスは, まず, 圧縮タンクで

圧縮された空気を急開弁により一気に放出することにより自由ピストンを押し, 自由

ピストン前方の気体を等エントロピー的に圧縮する. 圧縮された気体は最初の第１隔

膜を破膜させ, その際, 衝撃波が発生する. この衝撃波は高圧管内を走り, 第２隔膜へ

到達し, 第２隔膜を破膜する. そして, その破膜により最終的におよそ 12 [km/s] の速

度を持つ衝撃波を発生させることができる. この衝撃波が観測部を通過する際の衝撃

波背後における気体発光などを計測することにより, 様々な気体における衝撃波背後

の輻射加熱を推定することができる. [ ]1  衝撃波管では, 再突入時の物体前方に発生す

る衝撃波を模擬しているため, 衝撃波管内で生成された衝撃波の背後においても解離

反応や電離反応, また, 再結合反応といった実際の再突入時において物体前方に発生

する衝撃波の背後と同様の現象が起こる. 大気圏へ再突入する物体前方に生じている

衝撃波の背後流れが電磁力の影響を受けるプラズマ流体となっていると考えられる

ことからも, 衝撃波管内において生成された衝撃波の背後における流れもまた電磁力



3 
 

の影響を受けるプラズマ流体になっていると考えられる. しかし, 実際の再突入時に

おいて飛行体前方に発生する衝撃波周りの環境は自由流となっている (fig.1.4) のに対

し, 衝撃波管内部において生成された衝撃波周りの環境は衝撃波端に伝導体である管

壁があり, 実際の再突入時に物体前方で発生する衝撃波を厳密に模擬できているとは

言えない. これは, 良伝導体である管壁と電磁流体であるプラズマ流との間で渦状の

電流が生じ (fig.1.5), その電流が誘起する自己誘導磁場から電磁力を受けたプラズマ

流が実際の流れ場では生じない現象を含んでおり, それが実験値や中性流体として計

算した結果に誤差として影響を及ぼしている可能性があるからである. 具体的には, 

衝撃波背後において生成されたイオンと電子は大きな熱速度を持つ電子の方がイオ

ンに比べて圧倒的に速く拡散し, このことから, 衝撃波背後において生成された電子

はイオンが静止していると見なせるほど速く管壁, 衝撃波前方, 及び衝撃波後方のプ

ラズマバルクと呼ばれる中性プラズマ領域へ到達する. この時, 電子とイオンの間に

は電気的な引力が働いているのでイオンは拡散速度の速い電子に引っ張られ, その拡

散速度は増加し, 逆に電子は拡散速度の遅いイオンに引き戻され, その拡散速度は減

少する. そして, イオンと電子は両者の間に働く電磁力が釣り合った状態を保ちなが

ら等方的に拡散していく. これは両極性拡散と呼ばれ, この時, 両者の間には両極性電

場が生じる. この電場は拡散していくイオンと電子間に生じるものである為, 等方的

に存在するが衝撃波のすぐ背後において電離が起こることに加え衝撃波の後方へ拡

散していくイオンや電子は再結合することから衝撃波前方への両極性拡散による両

極性電場が衝撃波伝播に追従する形で顕著に現れる. また, 管壁へ到達した電子は管

壁内部へペネトレートし, 管壁表面にシースと呼ばれるプラズマ構造を形成するため

管壁表面における電気的性質は負(－)になる一方で, 熱速度の大きい電子の方が早く

無くなる為, 衝撃波の背後における電気的性質はイオンが取り残され正(＋)になる. 管

壁へ到達したイオンはすぐさま電子と再結合するが, シース効果はデバイ長の範囲に

しか働かない為, 管壁へ拡散してくる電子に対してクーロン (Coulomb) 障壁を作り, 

そのポテンシャルは単位時間当たりに管壁へ到達するイオンと電子の粒子数が等し

くなるように変動する. [ ]2  これは, 管壁表面に電荷が存在することを意味し, また, 管

壁内部に電流が流れることを暗に示唆している. 以上をまとめると, 衝撃波背後で生

成されたイオンと電子は両極性拡散をしながら等方的に拡散していくが, 衝撃波前方
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への拡散が現象としては顕著に現れ, 伝播する衝撃波を跨ぐように両極性電場を作り

ファラデー (Faraday) の法則から電場の時間変化に応じた電流とイオン, 及び電子の

熱拡散による電流が管内部, 及び管壁を流れると考えられる. 電流の流れる方向は, イ

オン, 及び電子の熱拡散方向が衝撃波の伝播方向と同じであることと, 電子の熱速度

がイオンのそれと比較して圧倒的に速いことから衝撃波の伝播方向と逆方向に衝撃

波を跨いで流れ, 衝撃波前方へ拡散した電子は管壁と接触している部分で管壁へペネ

トレートし, 瞬間的にシースを形成するが衝撃波の伝播に伴い衝撃波背後のイオンと

再結合する. しかし, 衝撃波背後の管壁近傍で生成された電子はクーロン障壁の働き

により管壁から斥力を受け管中心へ弾かれる. 結果としてトーラス状の渦電流(fig.1.5) 

が衝撃波管において流れている可能性があり, またこれにより誘導磁場(fig.1.6) も誘

起されている可能性がある. 電磁流体現象やその効果についての研究はこれまでにも

行われてきているが, 以上で述べたような電磁流体効果から衝撃波管内部において実

際に電流が生じているかどうかはまだ確認されておらず, また, 実際に電流が生じて

いる場合, その電流が得られた実験値に対してどのような影響を与えるのかというこ

とについての研究は未だに進められていない.  
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fig.1.3 ２段式衝撃波管  ⒸJAXA 

fig.1.1 はやぶさカプセル ⒸJAXA 

fig.1.2 はやぶさカプセルの空力加熱イメージ  ⒸJAXA 
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 fig.1.4 再突入時の物体前方に生じる離脱衝撃波 イメージ 
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fig.1.5 衝撃波管内に生じる渦電流の３次元 イメージ 

fig.1.6 渦電流が誘起する誘導磁場の2次元 イメージ 

B

B
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1.2   研究目的 
 

最終的な研究目標としては,電磁流体力学 (MHD : Magneto Hydro Dynamics) の観点

から CFD を用いて衝撃波が誘起する管内の電流密度, 及び誘導磁場の分布を明らか

とし, 衝撃波管実験と合わせてコードの妥当性を検証することにより, 衝撃波管実験

における電磁流体効果の影響を検証するための数値解析技術を確立し, 管内の流れ場

に対する電磁流体効果の影響を定量化することである. これにより, 衝撃波管実験に

より得られたデータが含む電磁流体効果由来の誤差を評価することができ, 誤差修正

を施すことにより衝撃波管実験により得られたデータをより実際の再突入時 におけ

るものへと近付けることが可能になると予想され, より適切な TPS の設計に貢献でき

ると考えられる.  

 本研究では, 衝撃波に伴い衝撃波を跨ぐように生じる両極性電場に着目し, 両極性

電場が衝撃波管実験に与える電磁流体効果を検証するための数値解析技術を数値電

磁流体力学 (CMFD : Computational Magnetic Fluid Dynamics)を用いて開発し, 誘起電流

モデルを用いた場合の両極性電場による電磁流体効果を検証することにより, 今後の

コード開発において必要となる技術的課題を取得することを目的とする. 

 

1.3   論文構成 
 
 まず, 本章において本研究の背景とその目的を述べた. 

第２章では, 本研究において設定した仮定を述べた後, 本計算で用いた数値計算法

や輸送モデル並びに熱化学反応モデルなどを記述した後, 電磁場, 境界条件, 及び時間

積分法について触れる.  

 第３章では, 検証計算による本計算コードの妥当性検証, 及び計算条件の異なる衝

撃波解析の計算結果とその考察を示す.  

第４章で本計算から得られた知見と結論を述べる.  

最後に, 第５章で本研究から得られた課題と今後の展望を述べる. 
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第 2 章 数値計算法 
 
 
 第１章で述べたように, 電離を伴う衝撃波の伝播は衝撃波管に渦状の電流構造を生

じる可能性があり, これにより誘導磁場も誘起されていると考えられる(fig.1.6). 実際

に渦状の電流が流れていると仮定した時, 誘導磁場は衝撃波に対して何らかの影響を

与えていると考えられる.  

 本研究において設定した仮定を以下へ示す.  

1. 衝撃波管内において衝撃波背後で生成されたイオンと電子は両極性拡散している.  

2. 管壁の厚さは無限に薄く, したがって管壁を流れる電流は管壁に沿った表面電流

のみである.  

3. 管壁は, 完全伝導壁である.  

4. 内部エネルギーモードは考慮せず, 並進温度のみを用いた１温度モデルを用いる.  

5. プラズマは準中性である.  

6. 電流は電場の時間変化でのみ生じる. 

 

2.1   支配方程式 
 
本研究で用いた３次元圧縮性電磁流体 Navier-Stokes 方程式を微分形表示したもの

を以下に示す.  [ ]3  
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(2.1) 
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2.1.1 MHD 方程式 
 

 式 (2.1) において, Q


 は保存量ベクトルを, F


, G


, H


 は非粘性流束ベクトルを, vF


,

vG


, vH


 は粘性流束ベクトルを, W は生成項ベクトルをそれぞれ表している. それぞれ

のベクトルを以下へ示す. [ ] [ ] [ ] [ ] [ ]76543  
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 粘性応力τ は, ニュートン・ストークス( Newton-Stokes ) の法則より以下のように与

える. ここで, τ の下付き添え字は, 左が応力作用面を表し, 右が応力作用方向を表す.  
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 並進・回転熱流束 tq は, フーリエ( Fourier ) の法則より以下のように与える.  
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(2.10) 

(2.11) 

(2.12) 
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 また, 各化学種の拡散速度 su は, フィック( Fick ) の法則より以下のように与える 
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 ここで, sY は各化学種の質量分率を表しており, 以下のように与える 

 

ρ
ρ s

sY =  

 

 並進・回転温度T は, 以下に示す全エネルギー eρ の式から並進・回転温度T につ

いて解くことにより取得する. 以下の式で用いた生成エンタルピー 0
sh を table.2.1 へ示

す. 

 

( ) ( )∑ ∑ +++++++=
s

zyx
s

sssvs BBBwvuhTce 222
2

1222
2
10

0µρρρρ  

 

 また, 化学種 s の並進・回転定積比熱 svc は, 並進定積比熱 strvc と回転定積比熱 srotvc  

の和により表され, 以下のようになる.  

 

srotvstrvsv ccc +=  

 

 ここで, 並進定積比熱 strvc は, 全化学種において一定となり, 以下で表される.  

 

(2.13) 

(2.14) 

(2.15) 

(2.16) 
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s

u
strv M

R
c

ˆ

2
3

=  

 

 

 また, 回転定積比熱 srotvc については, 単原子分子では０となり, ２原子分子では完全

励起状態を仮定し,  

 

s

u
srotv M

R
c

ˆ
=  

 

となる. 本研究では, −+ eHAA err ,,, の４種を用いており, すべて単原子分子であるこ

とから回転定積比熱 srotvc は０となる.  

 

 また, 圧力 p は状態方程式とドルトン( Dalton ) の分圧法則より, 以下で与える.  
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 単位質量当たりのエンタルピー sh は, 以下で与える.  

 

0
ˆ

s
s

u
svs hT

M
R

ch +









+=  

 

 

  

(2.17) 

(2.18) 

(2.19) 

(2.20) 
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2.1.2 輸送係数モデル 

 

 式 (2.11), (2.12) で用いている粘性係数µ , 並進・回転熱伝導係数 tκ , は, Chapman-

Enskog 理論における理論値に対して最も良い近似を与える Gupta と Yos により提唱

された以下に示す近似式 [ ]8 を用いることにより得る.  
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 ここで,  
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式 (2.25), (2.26) に現れる拡散衝突積分
( )1,1ˆ
srΩπ , 及び粘性衝突積分 ( )2,2ˆ

srΩπ は温度の変

数であることから, 各温度間において定数とし, その値を table.2.2 へ示す. [ ] [ ]109  
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(2.25) 

(2.26) 
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また, 各化学種 s における拡散係数 sD は, 以下のように与える.  
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(2.27) 
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2.2   熱化学モデル 
 
 本研究では両極性電場が流れ場に及ぼす影響に着目しているので, 用いる化学種は

−+ eHArAr e ,,,  の４化学種を用い, eH を駆動気体, 比較的電離し易い Arを作動気体

とした. 以下に化学反応モデルを示す. [ ] [ ] [ ] [ ] [ ] [ ]161514131211  

 

2.2.1 化学反応モデル 

 
 本研究で用いた反応モデルは, 単純に Ar の電離反応のみで, 以下に示す３化学種

( )−+ eArAr ,,  , １反応を仮定する.  

 

( )−−+ =++⇔+ eArMMeArMAr ,  

 

 ここで, M は化学種の第３体を表している.  

 

 また, 反応過程 i  における反応速度 iR は, 以下のようになる.  
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 したがって, 式(2.30) の反応速度 1R より, 各化学種の生成項 sW は以下のようになる.  
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(2.29) 

(2.30) 

(2.31) 



18 
 

 本研究では, 電子の拡散がイオンと比較し非常に大きいことから, イオンの空間分

布が決まれば電子の空間分布が一意的に決まるとし, 電子密度についての運動方程式

は解かず, 次節で述べるようにイオンの空間分布から一意的に両極性電場を決定し, 

その両極性電場から電子密度分布を求めている.  

 

また, 順反応速度係数 ifk , , 及び逆反応速度係数 irk , は, アレニウス( Arrhenius ) の式

を用いて, 以下のように与えられる.  

 

( ) 




−=

av

i
avifavif TTCTk i θη exp,,  

( ) ( )
( )aveq

avif
avir TK

TkTk ,
, =  

 

なお, 本研究で用いた iiifC θη ,,,  は, table.2.3 へ示す.  

 また, 式 (2.33) で用いた平衡定数 ( )aveq TK は, 曲線近似法による Park のモデル関数

を用いて, 以下のように与える.  

 

( ) ( ) 



 +++++= 2

541
321 815513 Z

A
Z

AAAZATK Zaveq ln.exp  

0401 +
=

E
T

Z va

.
 

 

 ここで, 有効温度 vaT は本研究で考慮している反応が電離反応であることから本来

なら Park の２温度モデルを用いるという前提で振動温度 vT を用いるが, 本研究では

反応過程に着目しておらず電磁場に焦点を当てていることから内部モードを無視し

ているので並進温度T を用いる.  

 

TT va =  

 

(2.32) 

(2.33) 

(2.34) 

(2.35) 

(2.36) 
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 また, 式 (2.34) で用いた平衡定数係数 ( )54321 ,,,,=iAi  は, NASA の CEA コードを

用いて求めた [ ] [ ] [ ] [ ] [ ]K,K,K,K,K 100008000600040002000  の各温度における各化

学種のモル分率を以下に示す平衡関係式に代入し, 式 (2.34) を連立方程式として解く

ことで数値的に求めた.  

 

( )
ργ

γγ vaeq

Ar

eAr TK
=

−+

 

 

   

(2.37) 
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2.3   電磁場方程式 
 
 本研究では, 磁束密度 B


を保存量として含んだ形で保存式を解くことのできる 

MHD 方程式を用いて解析を行った為, 流れ場と磁場を同時に解くことができ, また流

れ場に対する磁場の影響を方程式が含んでいる為, 電磁流体としての挙動を捉えるこ

とができる. 以下に本研究で用いた電磁場に関する方程式の導出過程を示す 

 

 

2.3.1 磁場方程式の誘導 
 

 本研究で用いた MHD 方程式は磁束密度B

を保存量として含む為, 磁束密度B


の時

間微分と空間微分で表す必要がある. 本研究では, 以下に示す４方程式を用いて磁束

密度B

に関する保存式を導出した. [ ]17  
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(2.38) 

(2.39) 

(2.40) 

(2.41) 
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以下に導出の手順を示す.  

:手順１ 式 (2.39) を電流密度 j

について解き, 式 (2.38) へ代入し, Brot


について解

く.  
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:2手順 式 (2.41) の両辺の rot をとり, ベクトル演算で展開する.  
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ここで, 以下に示すベクトル演算公式を使用した.  
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:3手順 式 (2.43) に式 (2.40), (2.41) を代入する.  
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:4手順 式 (2.44) を磁束密度 B

の時間微分項と空間微分項について解く.  
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 以上に示した磁束密度 B

に関する保存式 (2.44) の構成は, 左辺第１項が磁束密度時

間微分項を, 第２項が磁束密度拡散項を, そして第３項が磁束密度粘性項を表してお

り, 右辺第１項が 8-Wave formulation からの磁束保存修正項を, 第２項が電場の時間変

化がもたらす磁束密度生成項を表している.  

 ここで, 8-Wave formulation とは, 電磁流体固有の特性波に由来するもので, 1 次元の

MHD 衝撃波が実質的に持つ特性波は fig.2.1 に示すように, １つのエントロピー波 

( )u  , ２つのアルフベン (Alfven) 波 ( )AlfvenCu ±   , ２つの高速磁気音波 ( )fastCu ±  , 及び 

２つの低速磁気音波 ( )slowCu ±  の合計 ７つであり考慮すべき保存量も x 方向の磁束

密度を除く７つであるのと同時に, 磁束密度 B

は式 (2.41) を満たす必要がある. 

 式 (2.41) は, x 方向のセル界面に垂直な方向に対して, セル界面を挟む磁束が等しく

ならなくてはならないということを示しており, これは, 磁荷不在の法則が“磁力線

は途中で途切れない”ということを表している. 式 (2.41) は１次元 MHD 衝撃波解析

に対しては保証されているが, ２次元や３次元などの多次元解析になるともはや保証

されない為, このままの方程式系を多次元解析に用いると磁束の保存を保つことが難

しく, 磁束密度の評価において非物理的な解を算出してしまう. このことから, 多次元

解析において磁束の保存を保つためには以下に示す磁束保存式を満足する必要があ

る. 

(2.45) 

(2.46) 
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0=⋅∑
faces

n sdB 
 

この式は, 各方向のセル界面に垂直な方向に対する各磁束の変化の和が０となるこ

とを示しており, 多次元解析では全方向について磁束を評価する必要があるため, 保

存量には計算方向についての磁束密度を新たに加え, 特性波には新たに”磁気流束発

散波”を加えた８つの保存量と特性波を持つ方程式系を解く. この操作により多次元

解析において磁荷不在の法則を満たすことができ, これを MHD 方程式へ実装した結

果が式 (2.44) における右辺第１項となる. [ ] [ ] [ ] [ ]21201918  

 

  

(2.47) 
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2.3.2 両極性電場 
 

 両極性電場とは, 両極性拡散により電子・イオン間に生じるもので, これは熱速度

の大きな電子が先に拡散していき, 取り残されていた熱速度の小さいイオンが電子に

引っ張られ拡散が速くなり, 逆に電子はイオンに引き戻され拡散が遅くなり, 結果と

してプラズマの電気的性質が中性を保つように電子とイオンの拡散率がそれ自身調

節されるように生じる. 以下に本研究で用いた両極性電場の式と前節で述べた両極性

電場から電子密度の空間分布を求める手順を示す. [ ] [ ]222  

 

 両極性電場 aE


は, 電子とイオンの流束が等しくなるようにそれ自身調節し働くの

で電子流束 eΓ


とイオン流束 iΓ

が等しいとし, プラズマ流束 iep Γ=Γ=Γ


とおくことに

より以下に示す粒子流束の式から求める.  

 

nDEnvn ssmss ∇−±==Γ


µ  

 

 ここで, 式 (2.46) において粒子流束 jΓ

をプラズマ流束 pΓ


で置き換え, 電子流束とイ

オン流束に対する恒等式にすると,  

 

nDEnnDEn eaemiaim ∇−−=∇−


µµ  

 

となり, これを両極性電場 aE


について解く.  

 

n
nDD

E
emim

ei
a

∇
+
−

=
µµ


 

 

 

(2.48) 

(2.49) 

(2.50) 
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µ == ,  

vnns σν =  

m
Tk

v b

π
8

=  

 

 ここで, 式 (2.52) で用いた衝突断面積σ を table.2.4 へ示す. [ ] [ ] [ ] [ ]26252423  

 

 また, 電子密度の空間分布は, “閉曲面を貫く正味の電束φ は閉曲面内部に存在す

る正味の電荷 q を真空の誘電率 0ε で割った値に等しい”というガウスの法則 (Gauss’

Law)より, 以下に示す方程式を電子密度について解くことにより求める.  

 

( )eeiia qnqnE +=⋅∇ π4


 

( )






 −⋅∇= iia

e
e qnE

q
n



π4
11

 

 

 また, 衝撃波管内で生じる電流密度 j

は,式 (2.42)から求める. [ ] [ ]272  

  

(2.54) 

(2.55) 

(2.51) 

(2.52) 

(2.53) 
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2.4   境界条件 
 
2.4.1 保存量 
 

 本研究では, ３次元の衝撃波管問題を取り扱っている為, 以下へ示すように衝撃波

管端はそれぞれ０次時外挿とし, 壁面境界は, 粘着条件, 等温壁, 及び壁面に垂直な方

向の圧力勾配を０とする. 計算に用いたグリッドと座標系は fig.2.2 へ示す. [ ] [ ]285  

 

0=
















w
w
v
u

 

wTT =  

0=







∂
∂

wnr
p
  

 

 また, 壁面における各化学種密度 sρ は触媒壁条件とし, 電離気体化学種は壁面にお

いて再結合すると仮定し壁面反応速度を以下のように与える.  

 

( )wwAr kJ += γρ  

 

 ここで, 壁面イオン再結合速度 wk は以下のようになる.  

 

+

=
Ar

wu
w M

TR
k

π

ˆ
.

8
250  

 

 

 以上より, 式 (2.59) の壁面反応速度 J が Ar , 及び +Ar の拡散速度と釣り合っている

(2.56) 

(2.57) 

(2.58) 

(2.59) 

(2.60) 
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と仮定し, 以下に示す式から得る.  

 

wn

Ar
Ar r

DJ






















∂
∂

−= 
γ

ρ  

wn

Ar
Ar r
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∂

∂
+=

+


γ

ρ  

 

 また, 壁面において反応しない eH については, 壁面近傍において濃度勾配が無いと

して, 以下のように与える.  

 

0=










∂

∂

wn

H

r
e


γ

 

 

 

  

(2.61) 

(2.62) 

(2.63) 
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2.4.2 電磁場 

 

 電磁場に関する境界条件は, fig.2.3 へ示すような境界を跨ぐようにしてとった円筒

状の体積要素について積分することにより得る. 境界条件の導出には以下に示す

Maxwell 方程式を用いる. [ ] [ ]3029  

 

t
BE
∂
∂

−=×∇



 

t
EjB
∂
∂

+=×∇



000 εµµ  

0ε
ρ eE =⋅∇


 

0=⋅∇ B


 

t
j e

∂
∂

−=⋅∇
ρ

 

 

 式 (2.39), (2.40), (2.41), (2.64), (2.65) を円筒状の体積要素について積分したものを以

下へ示す.  この時, Faraday の法則(式 (2.66)) と Ampere-Maxwell の法則(式 (2.67)) には

Stokes の定理を, それ以外(式 (2.68) ～(2.70)) には Gauss の発散定理を用いた.  

dV
t
BdSEn

VS ∫∫∫∫∫ ∂
∂

−=×



 

dV
t
EjdSBn

VS ∫∫∫∫∫ 







∂
∂

+=×



000 εµµ  

∫∫∫∫∫ =⋅
V

e

S
dVdSEn

0ε
ρ

 

0=⋅∫∫S dSBn
  

(2.40) 

(2.39) 

(2.64) 

(2.41) 

(2.65) 

(2.66) 

(2.67) 

(2.68) 

(2.69) 



29 
 

∫∫∫∫∫ ∂
∂

−=⋅
V

e

S
dV

t
dSjn

ρ
 

 

 電場と磁場の境界条件は, fig.2.4.に示すような矩形領域を考え Stokes の定理を適用

した Faraday の法則と Ampere-Maxwell の法則から導く.  

境界表面に平行な長さ 1l∆ と垂直な長さ 2l∆ を考える. ここで, 21,l∆ は共に十分小さく, 

また, 21 ll ∆>>∆ であるとする.この時, Faraday の法則より,  

 

2121112212 ll
t
BlElElElE ntnt ∆∆
∂
∂

−=∆−∆−∆+∆


 
 

21,l∆ は共に十分小さく, 21 ll ∆>>∆ であることから,  

 

tt EE 12 =  

 

となり, これは, 境界面における電場の接線成分が等しくなることを示しており, また, 

以上に示した手順は Ampere-Maxwell の法則にも当てはめることができることから, 

以下へ示すように境界面における磁場の接線成分も等しくなる.  

 

tt BB 12 =  

 

 また, 磁荷不在の法則より境界面に対して法線方向成分も等しくなる.  

 

nn BB 12 =  

 

 ここで, 仮定３より管壁は完全伝導壁としていることから, 電気伝導度σ は∞であ

るため, 電場 E

が管壁内部で存在してしまうと Ohm の法則より流れる電流密度が無

限大となってしまうことから管壁内部における電場 E

は０となる. したがって, 式

(2.72) より,  

(2.70) 

(2.71) 

(2.72) 

(2.73) 

(2.74) 
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021 == tt EE  

 

 また, Faraday の法則より磁束密度 B

が時間変化すると管壁内部において電場 E


が

生じてしまうため, 磁束密度 B

は constB =


となるが, 通常, 磁束密度 B


が一定となる

ような状態は現実的に考えられないことから 0=B


となる.  ここで仮定２より, 管壁

は無限に薄いとしていることから, 管壁内部を流れる電流は管壁表面を流れていると

見なし, 管壁内部において 0=B


となることと Ampere-Maxwell の法則より 

 

( ) 10010112 l
t

E
lJlBB s

stt ∆
∂
∂

+∆=∆− µεµ  

 

 この時, 管壁内部における磁束密度 B

は 0=B


であることから,  

 

t
EJB s

st ∂
∂

+=− 0001 µεµ  

 

となる. したがって, 表面電流 sJ は 

 









∂
∂

+−=
t

EBJ st
s 0

0

1 ε
µ

 

 

となる.   

また, 管壁内部における電場 E

は０であることから管壁表面には電荷が集中してお

り, 表面電荷密度 esρ̂ は fig.2.3 において式(2.64) に Gauss の発散定理を適用し, 以下の

ように与えられる.  

 

( ) SSEE es
nn ∆=∆−

0
21 ε

ρ̂
 

(2.75) 

(2.76) 

(2.77) 

(2.78) 

(2.79) 
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nes E10ερ =ˆ  

 

 また, 電流の境界条件は式(2.70) より以下のように与えられる.  

 

t
jnjndLjn

S
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s ∂
∂

−=⋅+⋅+⋅∫
ρ̂

22110
1 

 

 

 ここで, 管壁は無限に薄く電流は管壁表面に沿う方向にのみ流れるという仮定と, 

管壁内部を流れる電流は管壁表面を流れると見なしていることから 02 =j


なので,  

 

t
jndLjn

S
es

s ∂
∂

−=⋅+⋅∫
ρ̂

110
1 

 

となる. 
 

  

(2.80) 

(2.81) 

(2.82) 
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2.5   数値流束評価 
 
2.5.1 AUSMPW+ scheme 
 

 本研究では, 数値流束の評価にAUSMDV (Advection Upstream Splitting Methods with 

FDS and FVS) を発展させた AUSMPW+ (Advection Upstream Splitting Methods with Pres-

sure based Weight functions) を用いた . AUSMPW+ の方程式系を以下へ示す . 
[ ] [ ] [ ] [ ][ ][ ]363534333231  
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( )R,nL,n,n BBB +=
2
1

2
1  

( ) ( ) ( ) zzzzyyyyxxxxn BnBnBnB ςηξςηξςηξ ++⋅+++⋅+++⋅=
  

 

  数値流束
2

1F


は以下のように与える.  

 

( ) ( )RBLBRRLLRRLL FFPPPPcMcMF ,,,,


++++Φ+Φ= −+−+

2
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2
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2
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2
1 ,, ,  

(2.83) 
) 

(2.84) 
) 
(2.85) 
) 

(2.86) 
) 

(2.87) 
) 
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ここで,  
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また,  Pressure-based weight function である f , 及び fw は以下のように与える.  
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 ここで, p は Dalton の分圧法則(式 (2.19)) で表わされる圧力である.  

 

 また,  
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 また, 
2

1c はセル・インターフェイスでの音速値を表わしており, 以下のように与え

る.  
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 ここで, RLsh ,, は式 (2.20) で表わされる単位質量当たりのエンタルピーである.  
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2.6   時間積分法 
 
2.6.1 ２段階ルンゲ・クッタ時間陽解法 
 

 本研究では, 次に示すような２段階の陽解法を用いた. [ ]37  
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 ここで, nR


は n ステップにおける残差を表しており, t∆ はグローバル・タイムス

テップ法を用いて定める.  また, 非平衡流体計算に特有の数値計算上の硬直性を回避

するべく, 次に示すように化学種生成項のみ陰的に扱う( Point Implicit Method )ことに

より数値安定性を向上させた. [ ] [ ] [ ]3854  
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また, 生成項のヤコビアンを以下に示す.  

 





































∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂

∂
∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

∂
∂

=
∂
∂

+

−

++

+

+++++++++

−+

0000

0000

0000

0000




















e
WWWWW

B
W

B
W

B
W

w
W

v
W

u
WW

e
WWWWW

B
W

B
W

B
W

w
W

v
W

u
WW

Q
W

Ar

e

Ar

H

Ar

Ar

Ar

Ar

Ar

z

Ar

y

Ar

x

ArArArArAr

Ar

e

Ar

H

Ar

Ar

Ar

Ar

Ar

z

Ar

y

Ar

x

ArArArArAr

e

e

ρρρρρρρρρ

ρρρρρρρρρ
 

 

 また, 本研究では対角局所陰解法( Diagonal Point Implicit Method )を用いることによ

り式 (2.101), (2.102) における右辺第２項の分母を以下に示すような対角行列で近似

することで計算効率の向上を計った.  
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 ここで, sτ は化学種 sに対する特性時間を表しており以下で表される.  

2
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また, cβ は 1≥cβ の緩和係数で, 本計算ではこれを１とした.   

(2.103) 
) 

(2.104) 
) 

(2.105) 
) 

(2.106) 
) 

(2.107) 
) 
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Table.2.1. 生成エンタルピー 0
sh  

 
 

 

 

Table.2.2.(a) 拡散衝突積分 ( )11,
srΩ  

 
 

 

 

Table.2.2.(b) 粘性衝突積分 ( )22 ,
srΩ  
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Table.2.3. 化学反応定数 

 
 

 

 

 

Table.2.4. 衝突断面積 [ ]219 me −σ  
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fig.2.1   １次元電磁流体特性波 

 

 
fig.2.1  (a)  計算グリッド( 3D ) 200×30×30 
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fig.2.2 (b) 計算グリッド (y-z 平面) 30×30 

 
 
 
 
 

 
fig.2.2 (c) 計算グリッド ( x-y 平面 ) 200×30 
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第 3 章 ３次元 MHD 衝撃波管解析 
 

3.1   検証計算 
 

 検証計算では, 本研究で用いた AUSMPW+ scheme の妥当性を評価する為に, 参考に

した論文 [ ]33 と同様の計算条件を用いた１次元計算を行い比較した. 以下へその結果

を示す.  
3.1.1 計算条件 
 

 検証計算で用いた初期条件と計算格子を以下へ示す. また, 検証計算は無次元化を

施している為, 単位は無い.  

 

 
fig.3.1  初期条件  
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3.1.2 計算結果, 及び考察 
 

 

 以下へ, 密度, 圧力, 速度, 磁束密度の計算結果をそれぞれ示す. 以下へ示した結果は

参考文献 [ ]33 の結果と非常に良い一致を見せていることから, 本計算で用いた数値流

束スキームにより得られた結果は妥当であると言える.  

 

 

 

 

 

 
fig.3.2   密度 ρ  
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fig.3.3   圧力 P  

 
 

 
fig.3.4   速度u  
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fig.3.5   速度 v  

 
 

 
fig.3.6   速度w  
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fig.3.7   磁束密度 yB  

 

 
fig.3.8   磁束密度 zB  
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3.2   MHD 効果比較 
 

 MHD 効果の比較計算では, MHD 効果を考慮し計算流体を電磁流体として計算した

結果と, MHD 効果を考慮せず計算流体を中性流体として計算した結果を比較・考察

する.  
3.2.1 計算条件 

 以下へ, 本計算で用いた初期条件を示す. また, 本計算で用いた計算格子は fig.2.2(a)

～fig.2.2(c) である.  

 
fig.3.9   初期条件 
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 また, 取得したデータは fig.3.10 で示すような 5 点において電気伝導度σ を 610, 

650, 800, 1000, の 4 パターンで変化させ, 各パターンにおいてそれぞれ密度, 圧力, 温

度, 及び z,y,x 方向速度 w,v,u を比較した. また, 密度と圧力の図に関しては矩形で囲

った A の部分の拡大図を, それぞれ対応する図の右側に示す.  

 

 
fig.3.10  使用データ点と対応座標  
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 また, ２次元ベクトル・コンターは以下( fig.3.11(a))に示すように設定した. ここで, 

yz平面の x座標 2.825 は衝撃波前縁の位置を表している. 電流の yz平面図に関しては, 

位置 2.825 から 0.2 刻みで位置 3.825 までの 6 平面を示す. この時の 6 平面を表示する

順序とページレイアウトは fig.3.11(b) に示す. また, 磁束密度の yz平面図に関しては, 

位置 3.025 から 0.2 刻みで位置 3.425 までの 3 平面を示す. この時の 3 平面を表示する

順序とページレイアウトは fig.3.11(c) に示す.  また, 表面電流密度の yz平面図に関し

ては xy平面のみを考え, 1=z と 30=z の管壁を示す.  

 
fig.3.11(a) ２次元ベクトル・コンター平面座標 

 

 
fig.3.11(b) レイアウト①  fig.3.11(c) レイアウト②   
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3.2.2 計算結果 
 

 ( ) 610=σ電気伝導度I  

 

 )i  座標 ( ) ( )152 ,z,y =  

 

 
fig.3.12 密度① 

 

 

 
fig.3.13 圧力① 

 

A 

A 
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fig.3.14  温度①                                                    fig.3.15 速度 u  ① 

 

 

 

 
fig.3.16 速度 v  ①                                               fig.3.17 速度 w  ① 
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 )ii  座標 ( ) ( )158 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.18 密度② 

 

 

 

 
fig.3.19 圧力② 

 

 

A 

A 
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fig.3.20 温度②                                                     fig.3.21 速度 u  ② 

 

 

 

 
fig.3.22 速度 v  ②                                               fig.3.23 速度 w  ② 
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 )iii  座標 ( ) ( )1515 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.24 密度③ 

 

 

 

 
fig.3.25 圧力③ 

  

A 

A 
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fig.3.26 温度③                                                    fig.3.27 速度 u  ③ 

 

 

 

 
fig.3.28 速度 v  ③                                                fig.3.29 速度w  ③ 

  



56 
 

 

 

)vi  座標 ( ) ( )815 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.30 密度④ 

 

 

 

 
fig.3.31 圧力④ 

  

A 

A 
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fig.3.32 温度④                                                     fig.3.33 速度u  ④ 

 

 

 

 
fig.3.34 速度 v  ④                                                  fig.3.35 速度 w  ④ 
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 )v  座標 ( ) ( )215 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.36 密度⑤ 

 

 

 

 
fig.3.37 圧力⑤ 

  

A 

A 
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fig.3.38 温度⑤                                                     fig.3.39 速度u  ⑤ 

 

 

 

 
fig.3.40 速度 v  ⑤                                                  fig.3.41 速度 w  ⑤ 
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fig.3.42 xy平面電流密度① 
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fig.3.43 xy平面電流密度② 

 

 
fig.3.44 xy平面電流密度③  
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fig.3.45 zx 平面電流密度① 
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fig.3.46 zx 平面電流密度② 

 
fig.3.47 zx 平面電流密度③ 
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fig.3.48 yz平面電流密度 
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fig.3.49 磁束密度 
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fig.3.50 1=z 平面での表面電流密度 

 

 
fig.3.51 30=z での表面電流密度 
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fig.3.52 ３次元 x 方向両極性電場 

 
fig.3.53 ３次元 yz方向両極性電場 
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fig.3.54 ３次元 x 方向電流密度 

 
fig.3.55 ３次元 yz方向電流密度 
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fig.3.56 ３次元 x 方向磁束密度 

 
fig.3.57 ３次元 yz方向磁束密度 
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fig.3.58 −e  密度分布 

 
fig.3.59 +

rA  密度分布 
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( ) 650=σ電気伝導度II  

 

 )i  座標 ( ) ( )15,2, =zy  

 

 
fig.3.60 圧力① 

 

 

 

 
fig.3.61 密度① 

  

A 

A 
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fig.3.62 温度①                                                     fig.3.63 速度u  ① 

 

 

 

 
fig.3.64 速度 v  ①                                               fig.3.65 速度w  ①  

  



73 
 

 

 

 )ii  座標 ( ) ( )15,8, =zy  

 

 

 
fig.3.66 密度② 

 

 

 

 
fig.3.67 圧力② 

  

A 

A 
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fig.3.68 温度②                                                     fig.3.69 速度u  ② 

 

 

 

 
fig.3.70 速度 v  ②                                               fig.3.71 速度w  ② 
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 )iii  座標 ( ) ( )15,15, =zy  

 

 

 
fig.3.72 密度③ 

 

 

 

 
fig.3.73 圧力③ 

  

A 

A 
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fig.3.74 温度③                                                     fig.3.75 速度u  ③ 

 

 

 

 
fig.3.76 速度 v  ③                                                 fig.3.77 速度w  ③ 
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 )vi  座標 ( ) ( )8,15, =zy  

 

 

 
fig.3.78 密度④ 

 

 

 

 
fig.3.79 圧力④ 

  

A 

A 
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fig.3.80 温度④                                                    fig.3.81 速度u  ④ 

 

 

 

 
fig.3.82 速度 v  ④                                                  fig.3.83 速度 w  ④ 
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 )v  座標 ( ) ( )2,15, =zy  

 

 

 
fig.3.84 密度⑤ 

 

 

 

 
fig.3.85 圧力⑤ 

  

A 

A 
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fig.3.86 温度⑤                                                     fig.3.87 速度u  ⑤ 

 

 

 

 
fig.3.88 速度 v  ⑤                                                  fig.3.89 速度 w  ⑤ 
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fig.3.90 xy平面電流密度① 
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fig.3.91 xy平面電流密度① 

 
fig.3.92 xy平面電流密度① 
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fig.3.93 zx 平面電流密度① 
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fig.3.94 zx 平面電流密度① 

 
fig.3.95 zx 平面電流密度① 
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fig.3.96 yz平面電流密度 
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fig.3.97 磁束密度 
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fig.3.98 1=z 平面での表面電流密度 

 
fig.3.99 30=z での表面電流密度 
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fig.3.100 ３次元 x 方向両極性電場 

 
fig.3.101 ３次元 yz方向両極性電場 
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fig.3.102 ３次元 x 方向電流密度 

 
fig.3.103 ３次元 yz方向電流密度 
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fig.3.104 ３次元 x 方向磁束密度 

 
fig.3.105 ３次元 yz方向磁束密度 
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fig.3.106 −e  密度分布 

 
fig.3.107 +

rA  密度分布 
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 ( ) 800=σ電気伝導度III  

 

 )i  座標 ( ) ( )15,2, =zy  

 

 
fig.3.108 密度① 

 

 

 

 
fig.3.109 圧力① 

  

A 

A 
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fig.3.110 温度①                                                    fig.3.111 速度u  ① 

 

 

 

 
fig.3.112 速度 v  ①                                               fig.3.113 速度 w  ① 
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 )ii  座標 ( ) ( )15,8, =zy  

 

 

 
fig.3.114 密度② 

 

 

 

 
fig.3.115 圧力② 

  

A 

A 
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fig.3.116 温度②                                                    fig.3.117 速度u  ② 

 

 

 

 
fig.3.118 速度 v  ②                                               fig.3.119 速度 w  ② 
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 )iii  座標 ( ) ( )15,15, =zy  

 

 

 
fig.3.120 密度③ 

 

 

 

 
fig.3.121 圧力③ 

  

A 

A 
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fig.3.122 温度③                                                    fig.3.123 速度u  ③ 

 

 

 

 
fig.3.124 速度 v  ③                                                 fig.3.125 速度w  ③ 
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 )vi  座標 ( ) ( )8,15, =zy  

 

 

 
fig.3.126 密度④ 

 

 

 

 
fig.3.127 圧力④ 

  

A 

A 



99 
 

 

 

 

 

 

 
fig.3.128 温度④                                                    fig.3.129 速度u  ④ 

 

 

 

 
fig.3.130 速度 v  ④                                                  fig.3.131 速度 w  ④ 
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 )v  座標 ( ) ( )2,15, =zy  

 

 

 
fig.3.132 密度⑤ 

 

 

 

 
fig.3.133 圧力⑤ 

  

A 

A 
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fig.3.134 温度⑤                                                    fig.3.135 速度u  ⑤ 

 

 

 

 
fig.3.136 速度 v  ⑤                                                  fig.3.137 速度 w  ⑤ 
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fig.3.138 xy平面電流密度① 
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fig.3.139 xy平面電流密度① 

 
fig.3.140 xy平面電流密度① 
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fig.3.141 zx 平面電流密度① 
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fig.3.142 zx 平面電流密度① 

 
fig.3.143 zx 平面電流密度① 
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fig.3.144 yz平面電流密度 
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fig.3.145 磁束密度 
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fig.3.146 1=z 平面での表面電流密度 

 
fig.3.147 30=z での表面電流密度 
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fig.3.148 ３次元 x 方向両極性電場 

 
fig.3.149 ３次元 yz方向両極性電場 
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fig.3.150 ３次元 x 方向電流密度 

 
fig.3.151 ３次元 yz方向電流密度 
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fig.3.152 ３次元 x 方向磁束密度 

 
fig.3.153 ３次元 yz方向磁束密度 



112 
 

 

fig.3.154 −e  密度分布 

 
fig.3.155 +

rA  密度分布 
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 ( ) 1000=σ電気伝導度IV  

 

 )i  座標 ( ) ( )152 ,z,y =  

 

 
fig.3.156 密度① 

 

 

 

 
fig.3.157 圧力① 

  

A 

A 
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fig.3.158 温度①                                                    fig.3.159 速度u  ① 

 

 

 

 
fig.3.160 速度 v  ①                                              fig.3.161 速度 w  ① 
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 )ii  座標 ( ) ( )158 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.162 密度② 

 

 

 

 
fig.3.163 圧力② 

  

A 

A 
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fig.3.164 温度②                                                   fig.3.165 速度u  ② 

 

 

 

 
fig.3.166 速度 v  ②                                              fig.3.167 速度 w  ② 
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 )iii  座標 ( ) ( )1515 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.168 密度③ 

 

 

 

 
fig.3.169 圧力③ 

  

A 

A 
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fig.3.170 温度③                                                   fig.3.171 速度u  ③ 

 

 

 

 
fig.3.172 速度 v  ③                                              fig.3.173 速度 w  ③ 
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 )vi  座標 ( ) ( )815 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.174 密度④ 

 

 

 

 
fig.3.175 圧力④ 

  

A 

A 
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fig.3.176 温度④                                                   fig.3.177 速度u  ④ 

 

 

 

 
fig.3.178 速度 v  ④                                               fig.3.179 速度 w  ④ 
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 )v  座標 ( ) ( )215 ,z,y =  

 

 

 
fig.3.180 密度⑤ 

 

 

 

 
fig.3.181 圧力⑤ 

  

A 

A 
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fig.3.182 温度⑤                                                   fig.3.183 速度u  ⑤ 

 

 

 

 
fig.3.184 速度 v  ⑤                                                fig.3.185 速度w  ⑤ 
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fig.3.186 xy平面電流密度① 
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fig.3.187 xy平面電流密度① 

 
fig.3.188 xy平面電流密度① 
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fig.3.189 zx 平面電流密度① 
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fig.3.190 zx 平面電流密度① 

 
fig.3.191 zx 平面電流密度① 
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fig.3.192 yz平面電流密度 
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fig.3.193 磁束密度 



129 
 

 
fig.3.194 1=z 平面での表面電流密度 

 
fig.3.195 30=z での表面電流密度 
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fig.3.196 ３次元 x 方向両極性電場 

 
fig.3.197 ３次元 yz方向両極性電場 
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fig.3.198 ３次元 x 方向電流密度 

 
fig.3.199 ３次元 yz方向電流密度 
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fig.3.200 ３次元 x 方向磁束密度 

 
fig.3.201 ３次元 yz方向磁束密度 
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fig.3.202 −e  密度分布 

 
fig.3.203 +

rA  密度分布 
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3.3  考察 
 

 各電気伝導度において比較した密度, 圧力, 温度, 及び速度には大きな差は見られず

両極性電場による電磁流体効果の影響は見られない. これは, 両極性電場の時間変化

が両極性電場そのものが最大値のオーダーが 410− と非常に小さいことから小さく, し

たがって, 式(2.10) における磁場の生成項にほとんど寄与せず, 最大値のオーダーが

1210 1010 −− ～ と非常に小さいものとなってしまい, その結果, 両極性電場からの変位電

流と磁場から受けるローレンツ力が運動量の生成項に寄与しないためであると考え

られる. また, 各電気伝導度における電流密度の最大値は, fig3.54, 55, 102, 103, 148, 

149, 198, 199 から電気伝導度の値が低い程大きい値となっており, 自己誘起磁場の最

大値もまた, fig.3.56, 57, 104, 105, 150, 151, 200, 201 から電気伝導度の値が低い程強く

なっている. これは, 式(2.10)の 磁場の生成項における変位電流の項が電気伝導度の -1 

乗に比例している為であると考えられる.  このことから電気伝導度を小さくなるして

いくことで誘導磁場の値が大きくなり, それにより運動量に寄与するローレンツ力が

流れ場に対して影響を及ぼしだすと考えられる. また, 本研究では, 電気伝導度をパラ

メトリックに変化させ, 電磁場の影響を検証したが, 電気伝導度が 600 を下回ると計

算が不安定となり, 結果として計算が破綻してしまうことが分かった. これは,  式(2.6)

からも分かるように, 磁場の粘性項に対しても電気伝導度が -1 乗で作用しているこ

とが原因であると考えられ, 数値解法を最適化していくことにより解決できると考え

られる.また, 電流密度のベクトルは, 全ケースにおいて壁面付近で渦状のベクトルと

なっている様子が確認でき, 表面電流密度のベクトル方向からも渦電流となっている

ことが分かる. これにより, 誘導磁場の磁束密度ベクトルは右ネジの進む方向が x+ 方

向に向くように渦状のベクトルとなっていることが分かり, これは両極性電場の時間

変化によって生じる変位電流を打ち消す方向に電流が流れるように誘導磁場が生じ

ることを示している.  
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第 4 章 結論 
 

 本研究では, 衝撃波管内において生じる両極性電場に着目し, それにより生じた電

磁場が衝撃波管内の流れ場にどのような影響を与えるかということを熱化学非平衡

流体の数値流体解析を用いて調べた. また本計算では, 電気伝導度の値を変化させ, そ

れぞれにおける密度, 圧力, 温度, 及び速度を MHD 効果を無視した計算結果と比較し

た. 本研究で得られた知見を以下へ示す. 

 

  ・電気伝導度が 610≥σ の範囲で値を取る時, MHD 効果は顕著に現れず比較対象

である MHD 効果を無視した計算結果と大きな差は見られなかった.  このことから, 

電気伝導度が およそ 600 より大きい範囲において両極性電場による MHD 効果は流

れ場に影響を与えないことが分かった.  

 

 ・電気伝導度が低くなるにつれ電流密度は大きくなり, それによる自己誘起磁場も

大きくなることが確認された.  

   

  



136 
 

 
 
 
 

第 5 章 課題と展望 
 

 本研究を通して得られた知見から見える課題と展望を以下へ示す.  

 

 ・本研究では, 並進・回転温度のみを使用した１温度モデルを用いており, これを

多温度モデル( ２温度モデル, ３温度モデル) とすることで, より現実に近い化学反応

過程を模擬することができると考えられる.  

 

 ・本研究では, 電子密度を両極性電場の分布から逆算する形で求めており, したが

って, 電子の運動方程式を直接的に解いていない為, 電子の運動方程式を導入するこ

とで両極性電場の時間変化による電流密度だけでなく, 電子の熱拡散による電流密度

を求めることができると考えられる.  

 

 ・本研究では, 仮定として電子とイオンは両極性拡散をしているとし両極性電場を

直接的にプラズマ密度から求めており, 両極性拡散から両極性電場ができる過程を無

視している為, 両極性拡散によって両極性電場が作られる過程を導入することにより, 

実際に生じる両極性電場に近い現象を模擬できると考えられる.  

 

 ・本研究では, 前章で先述したように方程式の性質上, 低電気伝導度において安定

した計算結果を得ることができなかったことから, 低電気伝導度において安定した計

算が可能な方程式系を考えることにより, MHD 効果が顕著に現れる範囲の計算がで

きるようになる為, 明確な MHD 効果の影響を評価することができると考えられる.  

 

 ・本研究では, 管壁の厚さを無限に薄いと仮定し, 管壁を流れる電流は管壁表面を

流れる表面電流のみであるという前提で計算を行っており, 管壁内部を流れる電流を

無視している為, 管壁に厚さを持たせ, 管壁内部にも計算領域を設定することにより
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管壁内部を流れる電流密度を評価することができるようになる為, 壁面付近における

電磁場をより現実に近い状態で模擬できると考えられる.  
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Appendix : 化学反応検証 
 ここでは, 本研究に用いた計算コードにおける化学反応についての妥当性を検証す

る. 本研究では, 反応モデルの部分で先述したように, rA の電離反応を考慮しており, 

この電離反応により生成された +
rA と −e によって両極性電場は形成される為, この電

離反応による電離度が妥当であるかどうかを検証することは非常に重要であると言

える. 以下に検証計算に用いた計算条件と計算結果, 及び考察を示す. 

 

1. 計算条件 

 検証計算には, 以下に示すように 1 次元において実験流体 rA と駆動流体 eH を用い

た反応流衝撃波管問題を用いた. 以下へ初期条件を示す.  

 

 
fig.4.1  初期条件 
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2. 計算結果 

 以下へ検証計算による密度, 圧力, 及び温度の結果を示す. 

 

 
fig.4.2  10000ステップ~90000ステップまでの全密度 

 

 
fig.4.3  10000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 
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fig.4.4  20000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 

 

 
fig.4.5  30000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 
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fig.4.6  40000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 

 

 
fig.4.7  50000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 
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fig.4.8  60000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 

 

 
fig.4.9  70000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 
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fig.4.10  80000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 

 

 
fig.4.11  90000ステップにおける密度と各化学種の密度構成 
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fig.4.12  圧力 

 

 
fig.4.13  並進・回転温度 
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 また, 本研究では, 輸送モデルの部分で先述したように熱平衡を仮定しているため, 

使用する温度は並進・回転温度のみである.  

 

3. 考察 

 

 Fig.4.1 ~ 4.11 より, 駆動流体である eH により実験流体である rA が押され, その

rA によって衝撃波が形成されている様子が分かる. また, この衝撃波面における密

度は駆動流体である eH の初期密度よりも高くなっていることが分かる. これは, 

分子量が小さく音速の大きい eH が自身よりも分子量の大きな rA を押している為, 

eH が rA を素早く押し退けようとするからである. また, 衝撃波面のすぐ背後にお

いて +
rA が生成されているのが分かる. これは, fig.4.13 より並進・回転温度が衝撃

波背後において非常に高くなっている為である. また, 同図より 0.6 [m] 付近から

先にかけて衝撃層の後ろ側における温度が徐々にフラットになっていく様子が分

かる. これは, 衝撃層の後ろ側において電離反応と再結合反応が徐々に平衡となっ

ていることを示しており, この時, 衝撃層内における電離度は, 以下に示す電離度

の式(式(4.1))からおよそ 8 [%] であることが分かり, これは, 電離反応速度から求

めた電離度の 8.37 [%] とほぼ一致する.  

 

電離度 : 
+

+

+
=

rr

r

AA

A

nn

n
α  
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) 
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	式 (2.41) は,  方向のセル界面に垂直な方向に対して, セル界面を挟む磁束が等しくならなくてはならないということを示しており, これは, 磁荷不在の法則が“磁力線は途中で途切れない”ということを表している. 式 (2.41) は１次元 MHD 衝撃波解析に対しては保証されているが, ２次元や３次元などの多次元解析になるともはや保証されない為, このままの方程式系を多次元解析に用いると磁束の保存を保つことが難しく, 磁束密度の評価において非物理的な解を算出してしまう. このことから, 多次...
	この式は, 各方向のセル界面に垂直な方向に対する各磁束の変化の和が０となることを示しており, 多次元解析では全方向について磁束を評価する必要があるため, 保存量には計算方向についての磁束密度を新たに加え, 特性波には新たに”磁気流束発散波”を加えた８つの保存量と特性波を持つ方程式系を解く. この操作により多次元解析において磁荷不在の法則を満たすことができ, これをMHD方程式へ実装した結果が式 (2.44) における右辺第１項となる.
	2.3.2　両極性電場
	両極性電場とは, 両極性拡散により電子・イオン間に生じるもので, これは熱速度の大きな電子が先に拡散していき, 取り残されていた熱速度の小さいイオンが電子に引っ張られ拡散が速くなり, 逆に電子はイオンに引き戻され拡散が遅くなり, 結果としてプラズマの電気的性質が中性を保つように電子とイオンの拡散率がそれ自身調節されるように生じる. 以下に本研究で用いた両極性電場の式と前節で述べた両極性電場から電子密度の空間分布を求める手順を示す.
	両極性電場 は, 電子とイオンの流束が等しくなるようにそれ自身調節し働くので電子流束 とイオン流束 が等しいとし, プラズマ流束 とおくことにより以下に示す粒子流束の式から求める.
	ここで, 式 (2.46) において粒子流束 をプラズマ流束 で置き換え, 電子流束とイオン流束に対する恒等式にすると,
	となり, これを両極性電場 について解く.
	ここで, 式 (2.52) で用いた衝突断面積 を table.2.4 へ示す.
	また, 電子密度の空間分布は, “閉曲面を貫く正味の電束 は閉曲面内部に存在する正味の電荷 を真空の誘電率 で割った値に等しい”というガウスの法則 (Gauss’Law)より, 以下に示す方程式を電子密度について解くことにより求める.
	また, 衝撃波管内で生じる電流密度 は,式 (2.42)から求める.
	2.4  　境界条件
	2.4.1　保存量
	本研究では, ３次元の衝撃波管問題を取り扱っている為, 以下へ示すように衝撃波管端はそれぞれ０次時外挿とし, 壁面境界は, 粘着条件, 等温壁, 及び壁面に垂直な方向の圧力勾配を０とする. 計算に用いたグリッドと座標系はfig.2.2 へ示す.
	また, 壁面における各化学種密度 は触媒壁条件とし, 電離気体化学種は壁面において再結合すると仮定し壁面反応速度を以下のように与える.
	2.4.2　電磁場
	電磁場に関する境界条件は, fig.2.3 へ示すような境界を跨ぐようにしてとった円筒状の体積要素について積分することにより得る. 境界条件の導出には以下に示すMaxwell 方程式を用いる.
	式 (2.39), (2.40), (2.41), (2.64), (2.65) を円筒状の体積要素について積分したものを以下へ示す.  この時, Faraday の法則(式 (2.66)) とAmpere-Maxwell の法則(式 (2.67)) にはStokes の定理を, それ以外(式 (2.68) ～(2.70)) には Gauss の発散定理を用いた.
	電場と磁場の境界条件は, fig.2.4.に示すような矩形領域を考え Stokes の定理を適用した Faraday の法則と Ampere-Maxwell の法則から導く.
	境界表面に平行な長さ と垂直な長さ を考える. ここで,  は共に十分小さく, また,  であるとする.この時, Faraday の法則より,
	は共に十分小さく,  であることから,
	となり, これは, 境界面における電場の接線成分が等しくなることを示しており, また, 以上に示した手順は Ampere-Maxwell の法則にも当てはめることができることから, 以下へ示すように境界面における磁場の接線成分も等しくなる.
	また, 磁荷不在の法則より境界面に対して法線方向成分も等しくなる.
	ここで, 仮定３より管壁は完全伝導壁としていることから, 電気伝導度 は であるため, 電場 が管壁内部で存在してしまうとOhm の法則より流れる電流密度が無限大となってしまうことから管壁内部における電場 は０となる. したがって, 式(2.72) より,
	また, Faraday の法則より磁束密度 が時間変化すると管壁内部において電場 が生じてしまうため, 磁束密度 は となるが, 通常, 磁束密度 が一定となるような状態は現実的に考えられないことから となる. 　ここで仮定２より, 管壁は無限に薄いとしていることから, 管壁内部を流れる電流は管壁表面を流れていると見なし, 管壁内部において となることとAmpere-Maxwell の法則より
	この時, 管壁内部における磁束密度 は であることから,
	となる. したがって, 表面電流 は
	となる.
	また, 管壁内部における電場 は０であることから管壁表面には電荷が集中しており, 表面電荷密度 はfig.2.3 において式(2.64) に Gauss の発散定理を適用し, 以下のように与えられる.
	また, 電流の境界条件は式(2.70) より以下のように与えられる.
	ここで, 管壁は無限に薄く電流は管壁表面に沿う方向にのみ流れるという仮定と, 管壁内部を流れる電流は管壁表面を流れると見なしていることから  なので,
	となる.
	2.5  　数値流束評価
	2.5.1　AUSMPW+ scheme
	2.6  　時間積分法
	2.6.1　２段階ルンゲ・クッタ時間陽解法
	本研究では, 次に示すような２段階の陽解法を用いた.
	ここで,  は ステップにおける残差を表しており,  はグローバル・タイムステップ法を用いて定める.  また, 非平衡流体計算に特有の数値計算上の硬直性を回避するべく, 次に示すように化学種生成項のみ陰的に扱う( Point Implicit Method )ことにより数値安定性を向上させた.
	また, 生成項のヤコビアンを以下に示す.
	また, 本研究では対角局所陰解法( Diagonal Point Implicit Method )を用いることにより式 (2.101), (2.102) における右辺第２項の分母を以下に示すような対角行列で近似することで計算効率の向上を計った.
	ここで,  は化学種 に対する特性時間を表しており以下で表される.
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	3.1  　検証計算
	検証計算では, 本研究で用いたAUSMPW+ scheme の妥当性を評価する為に, 参考にした論文 と同様の計算条件を用いた１次元計算を行い比較した. 以下へその結果を示す.
	3.1.1　計算条件
	検証計算で用いた初期条件と計算格子を以下へ示す. また, 検証計算は無次元化を施している為, 単位は無い.
	/
	3.1.2　計算結果, 及び考察
	3.2  　MHD効果比較
	MHD効果の比較計算では, MHD効果を考慮し計算流体を電磁流体として計算した結果と, MHD効果を考慮せず計算流体を中性流体として計算した結果を比較・考察する.
	3.2.1　計算条件
	以下へ, 本計算で用いた初期条件を示す. また, 本計算で用いた計算格子はfig.2.2(a)～fig.2.2(c) である.
	/
	また, 取得したデータは fig.3.10 で示すような 5 点において電気伝導度 を 610, 650, 800, 1000, の 4 パターンで変化させ, 各パターンにおいてそれぞれ密度, 圧力, 温度, 及び 方向速度 を比較した. また, 密度と圧力の図に関しては矩形で囲ったA の部分の拡大図を, それぞれ対応する図の右側に示す.
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	3.2.2　計算結果
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